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２２年度の業績は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、「増収増益」
となりました。

売上高は、＋５２．７％、＋１兆１，３４８億円増の３兆２，８９６億円と
なりました。これは、「エネルギー・ソリューションセグメント」における、
原料費調整に伴う都市ガス単価増等が主な要因です。

営業費用は、＋４１．５％、＋８，４０８億円増の２兆８，６８１億円となり
ました。これも、「エネルギー・ソリューションセグメント」における原油
価格上昇等に伴う、原材料費増が主な要因です。

この結果、営業利益は＋２３０．５％、＋２，９３９億円増の４，２１４億円、
経常利益は＋１９９．６％、＋２，７２４億円増の４，０８８億円と増益しま
した。

親会社株主に帰属する当期純利益は、＋１９３．５％、＋１，８５２億円増の
２，８０９億円となりました。
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資産・キャッシュフローの状況等をお示ししています。

２０２２年度については、当期純利益の増に伴い、ＲＯＡは８．３％、
ＲＯＥは２０．０％と、対前年で改善しました。
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セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えたセグメント利
益とその増減を記載しております。
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各セグメントにおける利益分析を掲載しております。
エネルギー・ソリューションセグメントとネットワークセグメントの合計
における＋２，３１８億円の増益は、都市ガスのスライド差等による粗利
増が主な要因です。電力事業においては、フレーム影響や小売販売量の増等
により＋３９７億円の増益となりました。

海外セグメントは、主に原油価格の上昇等に伴う豪州上流プロジェクトの
利益増、ガス価格上昇等に伴う北米上流事業の利益増、および為替影響等
により、＋４１４億円の増益となりました。

都市ビジネスセグメントは、ホテル事業において、新型コロナ影響に伴う
稼働減からの回復傾向による利益増があったこと等により、＋１９億円の
増益となりました。
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ご参考として、昨年４月のセグメント変更前の、旧セグメント区分における
売上高・利益の対前年同期比較をお示ししております。
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ガス販売量についてご説明いたします。

２２年度のガス販売量は、高気温影響等による家庭用需要減および発電専用
のお客さまの需要減等により、全体で▲４．４％減の１２５億７千４百万ｍ3
となりました。
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電力販売量についてご説明いたします。

２２年度の電力販売量は、全体では＋２１．８％増の３４４億４，５百万
kWhとなりました。

小売においては、契約件数の増加等により＋６．３％増、卸他についても
＋３２．１％増加しました。
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株主還元については、株主還元方針に基づき、配当は１株当たり年間６５円
を予定するとともに、１，１３０億円、５，３００万株をそれぞれ上限とす
る自己株式取得を２３年度中に実施します。
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２０２３年度の見通しについて、前年度実績との比較でご説明申し上げます。

２３年度は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、減収減益と見通して
おります。見通しの前提となる経済フレームは、為替レートを１ドル１３０円、
原油価格を１バレル当たり９０ドルとしております。

売上高は、原料費調整に伴う都市ガス単価減等により、▲１１.９％、
▲３，９２６億円減の２兆８千９７０億円の見通しです。

営業費用は、原油価格下落の影響や、販売量の減等、ガス事業の原材料費減等
により▲１，２１１億円減の２兆７千４７０億円の見通しであり、この結果、
営業利益は▲６４．４％、▲２，７１４億円減の１，５００億円の見通しです。
経常利益は▲６６．５％、▲２，７１８億円減の１，３７０億円、親会社株主
に帰属する当期純利益は、▲６４．４％、▲１，８０９億円減の１，０００億
円を見通しております。

なお、原料価格の変動に伴うスライド差影響の３９３億円と年金数理差異償却
額２３億円を補正した、補正経常利益につきましては、９５４億円です。
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資産・キャッシュフローの状況等の見通しをお示ししています。

２３年度のＲＯＡ・ＲＯＥについては、当期純利益の減に伴い、２２年度
対比で悪化し、ＲＯＡは２．７％、ＲＯＥは６．５％の見通しです。
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２３年度のキャッシュフローの使途についてお示ししております。

セグメント別の設備投資・投融資の計画のほか、新中計でお示ししている成
長投資の進捗も今後お示ししてまいりたいと思います。
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セグメント別の売上高および利益の見通しと、前年度実績に対する増減を
記載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントにおける▲２，４５１億円の減益は、
都市ガスのスライド差等による粗利減や、電力における、フレーム影響等に
伴う粗利減によるものです。

ネットワークセグメントにおける＋４６億円の増益は、ＴＧネットワークに
おける、託送供給収益増等によるものです。

海外セグメントの▲２４９億円の減益は、主に原油価格およびガス価格の下
落、為替円高影響に伴う豪州上流プロジェクトおよび北米上流事業の利益減
等によるものです。
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２３年度の都市ガス販売量については、工業用のお客さまへの販売量減等に
より、合計で▲４．５％減の１２０億９百万ｍ3と見通しております。
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電力販売量については、小売のお客さまへの販売量は、件数の増等により
増加するものの、卸販売の減により、全体では、▲１６．４％減の
２８７億８，９百万kWhと見通しております。
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前年度からの主な変化要素ごとの利益増減を図示ししております。
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参考資料として経済フレーム感度表に加え、原油価格・為替レート、２２年度
の主なトピックス、主な海外投資案件を掲載しております。
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